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  （百万円未満切捨て）

１．平成29年12月期の連結業績（平成29年１月１日～平成29年12月31日） 

（１）連結経営成績 （％表示は対前期増減率）
 
  売上高 営業利益 税引前利益 当期利益 親会社の所有者に 

帰属する当期利益 
当期包括利益 

合計額 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年12月期 2,583 18.1 125 － 94 － 138 － 141 － 142 － 
28年12月期 2,187 △10.3 △654 － △671 － △639 － △639 － △761 － 

 

  
基本的１株当たり 

当期利益 
希薄化後 

１株当たり当期利益 
親会社所有者帰属持分 

当期利益率 
資産合計 

税引前利益率 
売上高 

営業利益率 
  円 銭 円 銭 ％ ％ ％ 

29年12月期 11.31 11.19 6.2 2.1 4.9 
28年12月期 △54.40 － － － － 

 
（参考）持分法による投資損益 29年12月期 － 百万円   28年12月期 － 百万円 

 
（２）連結財政状態 

  資産合計 資本合計 親会社の所有者に 
帰属する持分 

親会社所有者 
帰属持分比率 

１株当たり親会社 
所有者帰属持分 

  百万円 百万円 百万円 ％ 円 銭 

29年12月期 4,591 2,610 2,560 55.8 198.67 
28年12月期 4,329 1,890 1,890 43.7 155.71 

 
（３）連結キャッシュ・フローの状況 

  
営業活動による 

キャッシュ・フロー 
投資活動による 

キャッシュ・フロー 
財務活動による 

キャッシュ・フロー 
現金及び現金同等物 

期末残高 
  百万円 百万円 百万円 百万円 

29年12月期 464 △389 80 1,074 
28年12月期 308 △405 429 940 

 

２．配当の状況 

  
年間配当金 配当金総額 

(合計) 
配当性向 
（連結） 

親会社所有者
帰属持分配当
率（連結） 第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計 

  円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％ 

28年12月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － － 

29年12月期 － 0.00 － 0.00 0.00 － － － 

30年12月期（予想） － 0.00 － 0.00 0.00   －   

 

３．平成30年12月期の連結業績予想（平成30年１月１日～平成30年12月31日） 

  （％表示は、対前期増減率）
 

  売上高 営業利益 当期利益 
親会社の所有者に
帰属する当期利益 

基本的１株当たり
当期利益 

  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭 

通期 3,229 25.0 84 △33.0 30 △78.2 29 △79.1 2.34 

 
 



※  注記事項 

（１）期中における重要な子会社の異動（連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動）：無 

新規  －社  、除外  －社 

 
 
（２）会計方針の変更・会計上の見積りの変更 

①  ＩＦＲＳにより要求される会計方針の変更：無 

②  ①以外の会計方針の変更                ：無 

③  会計上の見積りの変更                  ：無 

 
 
（３）発行済株式数（普通株式） 

①  期末発行済株式数（自己株式を含む） 29年12月期 13,166,800 株 28年12月期 12,420,600 株 

②  期末自己株式数 29年12月期 280,000 株 28年12月期 280,000 株 

③  期中平均株式数 29年12月期 12,468,144 株 28年12月期 11,763,586 株 

 

 

（参考）個別業績の概要 

平成29年12月期の個別業績（平成29年１月１日～平成29年12月31日） 

（１）個別経営成績 （％表示は対前期増減率） 
 
  売上高 営業利益 経常利益 当期純利益 
  百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 

29年12月期 979 △10.4 55 － 42 － 21 － 

28年12月期 1,092 2.3 △42 － △60 － △71 － 

 

  
１株当たり 
当期純利益 

潜在株式調整後 
１株当たり当期純利益 

  円 銭 円 銭 
29年12月期 1.69 1.67 
28年12月期 △6.05 － 

 
（２）個別財政状態 

  総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産 
  百万円 百万円 ％ 円 銭 

29年12月期 4,534 2,902 64.0 225.21 
28年12月期 4,410 2,491 56.4 204.81 

 
（参考）自己資本 29年12月期 2,902 百万円   28年12月期 2,486 百万円 
 
※  決算短信は監査の対象外です 
 
※  業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 

（将来に関する記述等についてのご注意） 

本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断

する一定の前提に基づいており、実際の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提

となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項については、添付資料Ｐ.２「１．経営成績・財政状態に関

する分析 ②今後の見通し」をご覧ください。 
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１．経営成績等の概況

（１）経営成績に関する分析

① 当期の経営成績

当連結会計年度の業績は、売上高2,583百万円（前期比18.1％増）、営業利益125百万円（前期は営業損失654百

万円）、当期利益138百万円（前期は当期損失639百万円）となりました。なお、EBITDAは484百万円（前期比

52.0%増）となりました。 

※EBITDA=営業利益＋減価償却費 

 

事業毎の売上高は、以下の通りになります。 

(ⅰ)ソーシャルクラウドサービス事業 

(a) SaaSサービス 

当サービスは、ソーシャル・ビッグデータの分析ツールである「クチコミ＠係長」シリーズとソーシャル

リスクの監視ツールである「e-mining」シリーズから成り立っております。 

「クチコミ＠係長」シリーズは前期と比較し好調だったものの「e-mining」シリーズ実績は前期より減少

し、当サービスの売上高は795百万円（前期比0.9％減）となりました。 

なお、前年度までその他事業と表示していた着メロ・着うたサービスは、第１四半期連結累計期間より金

額的重要性が乏しくなったためSaaSサービスに含めております。参考として、当連結会計年度のその他事業

の売上高は、4百万円（前期比41.1％減）であります。 

 

(b) ソリューションサービス 

当サービスは、主にソーシャル・ビッグデータの販売から成り立っております。 

当社の米国子会社であるEffyis.Incのソーシャル・ビッグデータの新規アクセス権販売の増加により、当

サービスの売上高は1,536百万円（前期比21.8%増）となりました。なお、前年度までソリューションサービ

スに含めて表示していたインバウンド消費支援サービスは、質的重要性が増したため第１四半期連結累計期

間よりクロスバウンドサービスとして表示しております。参考として、前連結会計年度のインバウンド消費

支援サービスの売上高は122百万円であります。 

 

(c) クロスバウンドサービス 

当サービスは、主にソーシャル・ビッグデータを活用したクロスバウンドの消費行動を分析するレポーテ

ィングサービスとプロモーション支援サービスから成り立っております。 

レポーティングサービスは堅調な売上を維持しております。プロモーションサービスは前年度の後半より

サービスを開始しておりますが、売上は順調に推移しております。以上のことから、当サービスの売上高は

251百万円（前期比104.6%増）となりました。 

 

主な費用の項目は以下の通りになります。

販売費及び一般管理費は1,087百万円（前期比2.6%減）となりました。主な要因は、前連結会計年度に計上した

販売権償却費の計上が無くなったことによるものであります。 

 

事業の進捗状況は、以下のとおりです。 

当社は従来からテキストデータを中心としたソーシャルリスニングツール「クチコミ＠係長」を提供して参り

ましたが、現状分析できるだけでなくクチコミ(Buzz)を拡散させる（Spread)ための運用支援サービスとして、

2017年6月に「BuzzSpreader」をリリースいたしました。「BuzzSpreader」は、複数のソーシャルメディアのアカ

ウントをまたがって現状を可視化し、運用の効率化とROI向上を支援し、現状分析結果に基づいた効率的な拡散ア

クションの提案により、クライアントのブランド価値向上を実現することを目的としたサービスになります。 

第一弾はInstagramの運用支援として、AIエンジンによる投稿サポート、現状分析及び運用管理を行うサービス

の提供を開始致しました。今後も第二弾、第三弾とサービスを提供できるように開発に取り組んで参ります。 

 

当社の米国子会社であるEffyis.Incはソーシャル・ビッグデータのアクセス権の販売の指標となる顧客からの

月額利用料が順調に増加しております。また、世界中のソーシャル・ビッグデータを保有するメディアとの間で

良好な関係が継続できており、安定したデータ提供を受けております。現在、引き続き安定成長事業とするべく

新規顧客開拓及び新規メディアとのデータ仕入契約獲得に向け取り組んでおります。 
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② 今後の見通し 

2018年12月期は、引き続き最先端のAI（人工知能）技術を搭載した新製品の開発や新市場開拓等の先行投資を積

極的に実施していく予定です。このため、2018年12月期の業績見通しは、売上高3,229百万円（前期比25.0％増）、

営業利益84百万円（前期比33.0％減）、当期利益30百万円（前期比78.2％減）を見込んでおります。 

 

（２）財政状態に関する説明 

① 財政状態の分析

（流動資産） 

当連結会計年度末における流動資産の残高は1,426百万円となり、前連結会計年度末に比べて180百万円増加い

たしました。この主な要因は、第三者割当増資及び新株予約権の行使により、現金及び現金同等物が増加したこ

とによるものであります。 

（非流動資産） 

当連結会計年度末における非流動資産の残高は、3,165百万円となり、前連結会計年度末に比べて81百万円増

加いたしました。この主な要因は、投資有価証券の評価額が90百万円増加したことによるものであります。 

（流動負債） 

当連結会計年度末における流動負債の残高は、1,456百万円となり、前連結会計年度末に比べて220百万円減少

いたしました。この主な要因は、借入金が298百万円減少したことによるものであります。 

（非流動負債） 

当連結会計年度末における非流動負債の残高は、524百万円となり、前連結会計年度末に比べて237百万円減少

いたしました。この主な要因は、長期借入金が215百万円減少したことによるものであります。 

（資本合計） 

当連結会計年度末における資本合計の残高は、2,610百万円となり、前連結会計年度末に比べて720百万円増加

いたしました。この主な要因は、第三者増資及び新株予約権の行使により、資本金が197百万円、資本剰余金が

324百万円増加したことによるものであります。 

 

② キャッシュ・フローの分析

当連結会計年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前連結会計年度に比べて133百万円増加

し1,074百万円となりました。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果得られた資金は、464百万円（前期は308百万円の増加）となりました。この主な要因は、減価

償却費及び償却費360百万円の非資金項目の調整によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は、389百万円（前期は405百万円の使用）となりました。この主な要因は、無形

固定資産の取得による支出390百万円であります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は、80百万円（前期は429百万円の増加）となりました。この主な要因は、短期

借入金の減少額264百万円、長期借入金の返済による支出230百万円があったものの、新株の発行による収入180

百万円、ストックオプションの行使による資本の増加による収入389百万円によるものであります。 
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（参考）キャッシュ・フロー関連資料の推移

  2016年12月期 2017年12月期

親会社所有者帰属持分比率（％） 43.7 55.8

時価ベースの親会社所有者帰属持分

比率（％）
134.5 228.7

キャッシュ・フロー対有利子負債比

率（年）
629.6 307.1

インタレスト・カバレッジ・レシオ

（倍）
10.5 16.4

親会社所有者帰属持分比率：親会社所有者帰属持分／総資産

時価ベースの親会社所有者帰属持分比率：株式時価総額／総資産

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債／キャッシュ・フロー

インタレスト・カバレッジ・レシオ：キャッシュ・フロー／利払い

（注１）株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しております。

（注２）キャッシュ・フローは、営業キャッシュ・フローを利用しております。

（注３）有利子負債は、連結貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っているすべての負債を対象とし

ております。

 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

当社は、株主に対する利益還元を重要な経営課題と認識しており、今後の業容拡大と経営基盤の強化のための内

部留保を確保しつつ、安定した配当を実施していくことを基本方針としております。

しかし、当事業年度の配当につきましては、無配とさせていただきました。内部留保資金につきましては、財務

体質の強化及び今後の業容拡大のための資金として有効に活用していく所存であります。

次期の配当につきましても、財務体質の強化及び今後の業容拡大のための資金として有効に活用していく方針で

あることから、無配とする所存であります。

 

（４）事業等のリスク

以下において、当社グループの事業展開上のリスク要因となる可能性があると考えられる主な事項を記載してお

ります。また、投資者の判断に重要な影響をおよぼす可能性のある事項については、投資者に対する積極的な情報

開示の観点から開示しております。なお、文中の将来に関する事項は、本書提出日現在において当社グループが判

断したものであり、潜在的リスクや不確定要因はこれらに限られるものではありません。 

 

① ソーシャルメディアデータの法整備について 

今般、ソーシャルメディアが増々浸透し、生活者がインターネット上に発信するデータが日々大量に生成される

ようになりました。このような状況において、ソーシャルメディアデータに関する法整備においては、2010年１月

に施行された改正著作権法でインターネット上の検索サービスを提供する事業者がその検索サービスに必要な情報

を収集する行為を一定の条件下で認められるようになりました。しかしながら、今後の新たな法律の制定や既存の

法律の変更により、自主規制が求められるようになる可能性があります。このように当社グループのサービスを提

供する上での情報収集やサービスの提供の仕方自体に何らかの制約を受けた場合には、当社グループの事業及び業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

② 情報の取得について 

当社グループは、ソーシャルメディアから日々大量に生成されるソーシャルメディアデータを有償又は無償にて

情報取得しております。しかしながら、ソーシャルメディアの運営側の方針転換により、情報提供の方針に変更を

加えられた場合、サービスの品質が低下し、また、情報の取得に対して追加コストが発生し、当社グループの事業

及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

③ システム障害について 

当社グループの事業は、サービスの基盤を大規模なコンピュータサーバー群やインターネット通信網に依存して

おります。そのため、顧客へのサービス提供が妨げられるようなシステム障害の発生やサイバー攻撃によるシステ

ムダウン等を回避すべく、稼働状況の監視及びシステムの冗長化、セキュリティー対策等の未然防止策を実施して

おります。しかしながら、このような対応にもかかわらず大規模なシステム障害が発生した場合には、サービスの

提供に支障をきたし、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 
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④ 投資先の経営について 

2016年12月期現在、普千商務諮詢有限公司に12百万円を出資しております。これら投資先の経営の悪化あるいは

運用成績の悪化により投資額の価値が著しく下落し、当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性がありま

す。 

 

⑤ 知的財産権におけるリスク 

(ⅰ)当社グループ保有の知的財産権について 

当社グループでは「ホットリンク/HOTTO LINK」「e-mining」「トレンドExpress」等の社名及びサービス名に

ついて商標登録を行っております。今後も知的財産権の保全に積極的に取り組む予定ですが、当社グループの知

的財産権が第三者に侵害された場合には、解決までに多くの時間及び費用がかかるなど、当社グループの事業及

び業績に影響を与える可能性があります。 

 

(ⅱ)当社による第三者の知的財産権侵害について 

当社グループによる第三者の知的財産権の侵害については、可能な範囲で調査を行い対応しております。しか

しながら、当社グループの事業領域における第三者の知的財産権を完全に把握することは困難であり、当社グル

ープが認識せずに他社の特許を侵害してしまう可能性は否定できません。この場合には当社グループに対する損

害賠償請求や、ロイヤリティの支払要求等が行われることにより、当社グループの事業及び経営成績に影響を及

ぼす可能性があります。 

 

⑥ 人材確保・維持について 

当社グループの成長を支えている最大の資産は人材であり、優秀な人材の採用と維持は当社にとって重要な課題

であると認識しております。当社グループでは、優秀な人材の確保と育成については最大限の努力を払っておりま

すが、優秀な人材を確保・育成できない場合、また事業変革に伴うニーズにマッチした人材の補充ができない場

合、当社グループの経営成績や成長に大きな影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑦ 内部管理体制の充実について 

当社グループは今後の業容拡大を踏まえ、内部管理体制の強化を進めており、具体的には規程・マニュアルの制

定、監査役監査及び内部監査の実施により、法令やルールを順守する体制の充実を図っております。しかしなが

ら、このような対応にもかかわらず法令等に抵触する事態や不正行為等が発生した場合には、当社グループの事業

及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑧ M&Aに関するリスク 

当社グループは、成長戦略のひとつとして、既存事業の関連分野におけるM&Aを国内外において検討・実施してお

り、これにより企業価値の向上と成長の加速を目指しております。 

M&Aの実施に当たっては、事前に収益性や投資回収可能性に関する十分な調査及び検討を行っておりますが、買収

後における事業環境の急変や想定外の事態の発生等により、買収事業が当初の目標どおりに推移せず、場合によっ

ては当社グループの事業及び業績に影響を及ぼす可能性があります。 

 

⑨ 配当政策について 

当社グループは現在、成長過程にあると認識しており、獲得した資金については優先的にシステム等の設備投

資、又は人材の採用、育成に充てるため、過去においては配当を行っておりませんでした。今後につきましては、

株主に対する利益還元を経営上の重要な課題の一つとして認識し、将来的には中間配当又は期末配当による株主へ

の利益還元を予定しております。しかしながら、重要な事業投資を優先する場合やキャッシュ・フローの状況によ

っては、配当を実施しない、あるいは予定していた配当を減ずる可能性もあります。 

 

⑩ 海外展開に伴うリスクについて 

当社グループでは、グローバル展開を積極化しており、海外事業の存在感は徐々に高まってきております。海外

事業においては、グローバル経済や為替などの動向、投資や競争などに関する法的規制、商習慣の相違、労使関

係、国際政治など、さまざまなリスク要因があり、これらのリスクが顕在化した場合、当社グループの経営成績に

大きな影響を与える可能性があります。 

 

（５）継続企業の前提に関する重要事象等

該当事項はありません。
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２．企業集団の状況

当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、当社（株式会社ホットリンク）、子会社２社により構成されてお

り、ソーシャル・ビッグデータ活用を支援するクラウドサービスの提供（ソーシャルクラウドサービス事業）を主た

る業務としております。なお、2015年１月21日より、Effyis, Inc.が当社の子会社となっております。 

当社グループの事業内容及び当社の子会社の当該サービスに係る位置付けは次のとおりであります。 

(1) SaaS…………………主要な製品は「クチコミ＠係長」シリーズ、e-miningであります。 

(2) ソリューション……主要なサービスは、データ販売、分析エンジンの提供の販売であります。 

(3) クロスバウンド……主要なサービスは、主にソーシャル・ビッグデータを活用したクロスバウンドの消費行動           

を分析するレポーティングサービスとプロモーション支援サービスであります。 

 

［事業系統図］

以上で述べた事項を事業系統図によって示すと以下のとおりであります。

 

 

 

３．会計基準の選択に関する基本的な考え方

当社グループは、海外事業展開を推し進めるに当たり、会計基準においてもグローバルスタンダードを取り入れるこ

とで、財務諸表の透明性及び国際的な他社との比較可能性を確保するとともに、国際的な資本市場を念頭に、将来の資

金調達手段の多様化を図るため、平成27年12月期から国際会計基準(IFRS)を適用しております。
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４．連結財務諸表及び主な注記

（１）連結財政状態計算書

（単位：千円） 
 

  注記 
前連結会計年度 

（2016年12月31日） 
 

当連結会計年度 
（2017年12月31日） 

資産        

流動資産        

現金及び現金同等物   940,971   1,074,751 

営業債権及びその他の債権   234,254   275,933 

その他の流動資産   71,061   75,852 

流動資産合計   1,246,287   1,426,537 

         

非流動資産        

有形固定資産   84,247   62,757 

のれん   2,162,014   2,103,171 

その他の無形資産   751,892   787,084 

その他の金融資産   83,132   173,315 

繰延税金資産   2,293   38,904 

その他の非流動資産   10   10 

非流動資産合計   3,083,590   3,165,243 

資産合計   4,329,877   4,591,781 

         

負債及び資本        

負債        

流動負債        

借入金   1,360,808   1,062,471 

営業債務及びその他の債務   231,403   254,456 

未払法人所得税   3,778   42,326 

その他の金融負債   2,555   232 

その他の流動負債   78,453   96,885 

流動負債合計   1,676,999   1,456,373 

         

非流動負債        

借入金   579,888   364,319 

繰延税金負債   170,778   148,863 

その他の金融負債   265   25 

その他の非流動負債   11,494   11,525 

非流動負債合計   762,426   524,734 

負債合計   2,439,426   1,981,107 

         

資本        

資本金   1,245,366   1,442,694 

資本剰余金   1,347,966   1,672,379 

利益剰余金   △464,992   △321,320 

自己株式   △140,061   △140,061 

その他の資本の構成要素   △97,827   △93,463 

親会社所有者に帰属する持分合計   1,890,451   2,560,229 

非支配持分   －   50,444 

資本合計   1,890,451   2,610,673 

負債及び資本合計   4,329,877   4,591,781 
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（２）連結損益計算書

（単位：千円） 
 

  注記 
前連結会計年度 

（自 2016年１月１日 
至 2016年12月31日） 

 
当連結会計年度 

（自 2017年１月１日 
至 2017年12月31日） 

売上高   2,187,441   2,583,084 

売上原価   △1,131,174   △1,371,460 

売上総利益   1,056,266   1,211,624 

販売費及び一般管理費   △1,115,873   △1,087,398 

その他の収益   1,010   2,641 

その他の費用   △595,477   △1,106 

営業利益又は営業損失（△）   △654,075   125,761 

金融収益   13,097   552 

金融費用   △30,639   △31,856 

税引前利益又は税引前損失（△）   △671,617   94,457 

法人所得税   31,658   43,807 

当期利益又は当期損失（△）   △639,959   138,264 

         

当期利益の帰属：        

親会社の所有者   △639,959   141,013 

非支配持分   －   △2,748 

当期利益   △639,959   138,264 

         

１株当たり当期利益        

基本的１株当たり当期利益又は基本的 

１株当たり当期損失（△）（円） 
  △54.40   11.31 

希薄化後１株当たり当期利益（円）   －   11.19 
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（３）連結包括利益計算書

（単位：千円） 
 

  注記 
前連結会計年度 

（自 2016年１月１日 
至 2016年12月31日） 

 
当連結会計年度 

（自 2017年１月１日 
至 2017年12月31日） 

当期利益又は当期損失（△）   △639,959   138,264 

         

その他の包括利益        

純損益に振替えられることのない項目        

その他の包括利益を通じて公正価値で測定

する金融資産 
  18,397   62,360 

小計   18,397   62,360 

         

純損益にその後に振替えられる可能性のある

項目 
       

在外営業活動体の換算差額   △140,182   △57,997 

小計   △140,182   △57,997 

その他の包括利益合計   △121,784   4,363

         

当期包括利益   △761,743   142,628 

         

当期包括利益の帰属：        

親会社の所有者   △761,743   145,377 

非支配持分   －   △2,748 

当期包括利益   △761,743   142,628 
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（４）連結持分変動計算書

（単位：千円） 
 

    資本金   資本剰余金   利益剰余金   自己株式  
その他の資本

の構成要素 
 

親会社の 
所有者に 
帰属する 
持分合計 

 
 
 
 

非支配持分   資本合計 

2016年１月１日残高   573,088   689,404   175,363   －   23,957   1,461,814   －   1,461,814 

当期損失   －   －   △639,959   －   －   △639,959   －   △639,959 

その他の包括利益   －   －   －   －   △121,784   △121,784   －   △121,784 

当期包括利益   －   －   △639,959   －   △121,784   △761,743   －   △761,743 

新株の発行   298,932   287,777   －   －   －   586,710   －   586,710 

新株の発行（新株

予約 

権の行使） 

  373,344   364,673   －   －   －   738,018   －   738,018 

新株予約権の発行   －   6,110   －   －   －   6,110   －   6,110 

自己株式の取得   －   －   －   △140,061   －   △140,061   －   △140,061 

連結範囲の変動   －   －   △396   －   －   △396   －   △396 

所有者との取引額合

計 
  672,277   658,562   △396   △140,061   －   1,190,381   －   1,190,381 

2016年12月31日残高   1,245,366   1,347,966   △464,992   △140,061   △97,827   1,890,451   －   1,890,451 

当期利益   －   －   141,013   －   －   141,013   △2,748   138,264 

その他の包括利益   －   －   －   －   4,363   4,363   －   4,363 

当期包括利益   －   －   141,013   －   4,363   145,377   △2,748   142,628 

新株の発行（新株

予約 

権の行使） 

  197,328   193,089   －   －   －   390,418   －   390,418 

新株予約権の発行   －   104   －   －   －   104   －   104 

株式に基づく報酬

取引 
  －   1,489   －   －   －   1,489   －   1,489 

自己株式の取得   －   －   －   －   －   －   －   － 

新株予約権の失効   －   △2,659   2,659   －   －   －   －   － 

支配の喪失となら

ない子会社に対す

る非支配持分株主

との取引 

  －   132,388   －   －   －   132,388   53,192   185,581 

所有者との取引額合

計 
  197,328   324,412   2,659   －   －   524,400   53,192   577,593 

2017年12月31日残高   1,442,694   1,672,379   △321,320   △140,061   △93,463   2,560,229   50,444   2,610,673 
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（５）連結キャッシュ・フロー計算書

（単位：千円） 
 

  注記 
前連結会計年度 

（自 2016年１月１日 
至 2016年12月31日） 

 
当連結会計年度 

（自 2017年１月１日 
至 2017年12月31日） 

営業活動によるキャッシュ・フロー        

税引前当期利益又は税引前損失（△）   △671,617   94,457 

減価償却費及び償却費   379,350   360,420 

減損損失   593,183   - 

金融収益   △6,004   △217 

金融費用   29,780   29,498 

株式報酬費用   -   1,489 

固定資産除売却損益   2,271   △130 

営業債権及びその他の債権の増減額（△は増加）   33,730   △45,162 

営業債務及びその他の債務の増減額（△は減少）   △14,186   20,526 

その他の流動資産の増減（△は増加）   △20,779   △5,971 

その他の流動負債の増減（△は減少）   859   40,867 

その他   686   627 

小計   327,273   496,405 

利息及び配当金の受取額   105   161 

利息の支払額   △29,462   △28,359 

法人所得税の支払額   △10,359   △1,587 

法人所得税の還付額   21,011   3,780 

営業活動によるキャッシュ・フロー   308,569   470,401 

投資活動によるキャッシュ・フロー        

有形固定資産の取得による支出   △32,174   - 

無形資産の取得による支出   △329,129   △390,734 

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の取得による

支出 
  -   - 

投資有価証券の取得による支出   -   - 

投資有価証券の償還による収入   -   - 

敷金保証金による支出   △43,418   △83 

敷金保証金による収入   -   213 

その他   △1,022   629 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △405,744   △389,976 

財務活動によるキャッシュ・フロー        

短期借入金の純増減額（△は減少）   △1,025,936   △264,978 

長期借入による収入   550,000   - 

長期借入金の返済による支出   △191,938   △230,785 

リース債務の返済による支出   △1,256   - 

ストックオプションの行使による資本の増加によ

る収入 
  735,836   389,789 

連結範囲の変更を伴わない子会社株式の売却によ

る収入 
  -   6,210 

新株発行による収入   496,079   180,000 

自己株式の取得による支出   △140,061   - 

新株予約権の発行による収入   6,110   104 

その他   354   - 

財務活動によるキャッシュ・フロー   429,188   80,340 

現金及び現金同等物に係る換算差額   △10,245   △26,985 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少）   321,767   133,780 

現金及び現金同等物の期首残高   611,611   940,971 

新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高   7,593   0 

現金及び現金同等物の期末残高   940,971   1,074,751 
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（６）継続企業の前提に関する注記

該当事項はありません。

 

（７）連結財務諸表注記

① 報告企業 

 株式会社ホットリンク及び連結子会社（以下、当社グループ）は、ソーシャルクラウドサービス事業を展開

しております。当社グループの親会社である株式会社ホットリンク（以下、当社）は、日本に所在する企業で

あり、登記されている本社及び主要な事業所の住所は、ホームページ（http://www.hottolink.co.jp/）で開

示しております。 

 

② 作成の基礎 

(ⅰ）IFRSに準拠している旨の記載 

 当社グループの連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年

大蔵省令第28号）第１条の２の「特定会社」の要件を満たすことから、同第93条の規定により、国際会計

基準（以下、IFRS）に準拠して作成しております。 

 なお、適用した免除規定については、注記「③重要な会計方針」に記載しております。 

 

(ⅱ）測定の基礎 

 当社グループの連結財務諸表は、注記「③重要な会計方針」に記載のとおり、公正価値で測定されてい

る特定の金融商品等を除き、取得原価を基礎として作成しております。 

 

(ⅲ）機能通貨及び表示通貨 

 当社グループの連結財務諸表は、当社の機能通貨である日本円を表示通貨としており、千円未満を切り

捨てして表示しております。 

 

(ⅳ）未適用の公表済み基準及び解釈指針 

 連結財務諸表の承認日までに公表されている基準書及び解釈指針の新設又は改訂のうち、当社グループ

が早期適用していない主なものは、以下のとおりです。なお、これらの適用による当社グループへの影響

は検討中であり、現時点では見積ることができません。 

IFRS  
強制適用時期 

（以降開始年度） 
 
当社グループ 
適用時期 

  新設・改訂の概要 

IFRS第９号 金融商品   2018年１月１日  2018年１月１日  
減損及び一般ヘッジに係るヘッジ会計

の改訂 

IFRS第15号 顧客との契約から生じる収益   2018年１月１日  2018年１月１日  収益認識に関する会計処理の改訂 

IFRS第16号 リース   2019年１月１日   未定  リースの認識に関する会計処理の改訂 
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③ 重要な会計方針 

(1）連結の基礎 

 この連結財務諸表は、当社及びその子会社の財務諸表を含んでおります。 

 子会社とは、当社グループにより支配されている企業をいいます。当社グループがある企業への関与によ

り生じる変動リターンに対するエクスポージャー又は権利を有し、かつ、当該企業に対するパワーにより当

該リターンに影響を及ぼす能力を有している場合に、当社グループは当該企業を支配していると判断してお

ります。 

 子会社の財務諸表は、当社グループが支配を獲得した日から支配を喪失する日まで、連結の対象に含めて

おります。 

 

(2）企業結合 

 企業結合は取得法を用いて会計処理しております。取得対価は、非取得企業の支配と交換に譲渡した資

産、引き受けた負債及び当社が発行する持分金融商品の取得日の公正価値の合計として測定されます。取得

対価が識別可能な資産及び負債の公正価値を超過する場合は、連結財政状態計算書においてのれんとして計

上しております。反対に下回る場合には、直ちに連結損益計算書において収益として計上しております。 

 仲介手数料、弁護士費用、デュー・デリジェンス費用等の、企業結合に関連して発生する取引費用は、発

生時に費用処理しております。 

 企業結合の当初の会計処理が、企業結合が発生した連結会計年度末までに完了していない場合は、完了し

ていない項目を暫定的な金額で報告しております。取得日時点に存在していた事実と状況を、取得日当初に

把握していたとしたら認識される金額の測定に影響を与えていたと判断される期間（以下、測定期間）に入

手した場合、その情報を反映して、取得日に認識した暫定的な金額を遡及的に修正しております。新たに得

た情報が、資産と負債の新たな認識をもたらす場合には、追加の資産と負債を認識しております。測定期間

は最長で1年間であります。 

 非支配持分の追加取得については、資本取引として会計処理しているため、当該取引からのれんは認識し

ておりません。 

 被取得企業における識別可能な資産及び負債は、以下を除いて、取得日の公正価値で測定しております。 

 ・繰延税金資産・負債及び従業員給付契約に関連する資産・負債 

 ・被取得企業の株式に基づく報酬契約 

 ・IFRS第５号「売却目的で保有する非流動資産及び非継続事業」に従って売却目的に分類される資産又は 

処分グループ 

 

(3）外貨換算 

(a) 外貨建取引 

 外貨建取引は、取引発生日の直物為替レート又はそれに近似するレートを用いて機能通貨に換算してお

ります。期末日における外貨建貨幣性資産及び負債は、期末日の為替レートで機能通貨に換算しておりま

す。換算又は決済により生じる換算差額は、損益として認識しております。 

 

(b) 在外営業活動体の財務諸表 

 在外営業活動体の資産及び負債については期末日の為替レート、収益及び費用については平均為替レー

トを用いて日本円に換算しております。在外営業活動体の財務諸表の換算から生じる換算差額は、その他

の包括利益として認識しております。在外営業活動体の換算差額は、在外営業活動体が処分された期間に

損益として認識されます。 

 

(4）現金及び現金同等物 

 現金及び現金同等物は、手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変

動について僅少なリスクしか負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資から構成されて

おります。 
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(5）有形固定資産 

 有形固定資産については、取得原価から減価償却累計額及び減損損失累計額を控除した額で測定しており

ます。 

 取得原価には、資産の取得に直接関連する費用、解体及び除去並びに原状回復費用が含まれております。 

 当初認識後に生じたコストは、当該コストに関連する将来の経済的便益が当社グループに流入する可能性

が高く、当該コストが信頼性をもって測定できる場合にのみ、資産として認識しています。有形固定資産に

対する修繕及び維持のための日常的な保守費用は、発生時に費用計上しています。 

 有形固定資産項目に重要な構成要素が存在する場合には、それぞれ別個の有形資産項目として計上してい

ます。 

 有形固定資産の減価償却は、当該資産が使用可能となった時点から開始されます。減価償却費は、償却可

能価額を各構成要素の見積耐用年数にわたって、定額法により算定しています。償却可能価額は、資産の取

得価額から残存価額を差し引いて算定しています。 

 主要な資産項目ごとの見積耐用年数は以下のとおりであります。 

(a)建物附属設備     ８－18年 

(b)工具、器具及び備品  ５－15年 

 なお、見積耐用年数、残存価額及び減価償却方法は、各連結会計年度末に見直しを行い、変更があった場

合は、会計上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。 

 

(6）のれん及び無形資産 

(a) のれん 

 子会社の取得により生じたのれんは、無形資産に計上しております。 

 当社グループは、のれんを取得日時点で測定した被取得企業に対する非支配持分の認識額を含む譲渡対

価の公正価値から、取得日時点における識別可能な取得資産及び引受負債の純認識額（通常、公正価値）

を控除した額として測定しております。 

 のれんの償却は行わず、毎期又は減損の兆候が存在する場合には、その都度、減損テストを実施してお

ります。 

 のれんの減損損失は連結損益計算書において認識され、その後の戻入れは行っておりません。 

 また、のれんは連結財政状態計算書において、取得原価から減損損失累計額を控除した帳簿価額で計上

されます。 

 

(b) ソフトウェア、その他の無形資産 

 個別に取得した無形資産は、当初認識時に取得原価で測定されます。 

 のれん以外の無形資産は、当初認識後、耐用年数を確定できない無形資産を除いて、それぞれの見積耐

用年数にわたって定額法で償却され、取得原価から償却累計額及び減損損失累計額を控除した帳簿価額で

計上されます。主要な無形資産の見積耐用年数は以下のとおりであります。 

(イ)ソフトウエア  ３－５年 

 なお、見積耐用年数、残存価額及び償却方法は、各年度末に見直しを行い、変更があった場合は、会計

上の見積りの変更として将来に向かって適用しております。 

 

(7）リース資産 

 契約上、資産の所有に伴うリスクと経済価値が実質的にすべて当社グループに移転するリースは、ファイ

ナンス・リースに分類し、それ以外の場合には、オペレーティング・リースに分類しております。 

 ファイナンス・リース取引におけるリース資産は、リース開始日に算定したリース物件の公正価値と最低

リース料総額の現在価値のいずれか低い金額で当初認識しております。当初認識後は、当該資産に適用され

る会計方針に基づいて、見積耐用年数とリース期間のいずれか短い年数にわたって、減価償却を行っており

ます。 

 リース料は、利息法に基づき金融費用とリース債務の返済額に配分し、金融費用は連結損益計算書におい

て認識しております。 

 オペレーティング・リース取引においては、リース料は連結損益計算書において、リース期間にわたって

定額法により費用として認識しております。また、変動リース料は、発生した期間の費用として認識してお

ります。 

 

- 14 -

株式会社ホットリンク　（3680）　平成29年12月期決算短信



(8）非金融資産の減損 

 棚卸資産及び繰延税金資産を除く当社グループの非金融資産の帳簿価額は、期末日ごとに減損の兆候の有

無を判断しております。減損の兆候が存在する場合は、当該資産の回収可能価額を見積っております。のれ

ん及び耐用年数を確定できない、又は未だ使用可能ではない無形資産については、回収可能価額を毎年同じ

時期に見積っております。 

 資産又は資金生成単位の回収可能価額は、使用価値と売却費用控除後の公正価値のうちいずれか大きい方

の金額としております。使用価値の算定において、見積将来キャッシュ・フローは、貨幣の時間的価値及び

当該資産に固有のリスクを反映した税引前割引率を用いて現在価値に割り引いております。減損テストにお

いて個別にテストされない資産は、継続的な使用により他の資産又は資産グループのキャッシュ・インフロ

ーから、概ね独立したキャッシュ・インフローを生成する最小の資金生成単位に統合しております。のれん

の減損テストを行う際には、のれんが配分される資金生成単位を、のれんが関連する最小の単位を反映して

減損がテストされるように統合しております。企業結合により取得したのれんは、結合のシナジーが得られ

ると期待される資金生成単位に配分しております。 

 当社グループの全社資産は、独立したキャッシュ・インフローを生成いたしません。全社資産に減損の兆

候がある場合、全社資産が帰属する資金生成単位の回収可能価額を決定しております。 

 減損損失は、資産又は資金生成単位の帳簿価額が見積回収可能価額を超過する場合に損益として認識いた

します。資金生成単位に関連して認識した減損損失は、まずその単位に配分されたのれんの帳簿価額を減額

するように配分し、次に資金生成単位内のその他の資産の帳簿価額を比例的に減額いたします。 

 のれんに関連する減損損失は戻入いたしません。その他の資産については、過去に認識した減損損失は、

毎期末日において損失の減少又は消滅を示す兆候の有無を評価しております。回収可能価額の決定に使用し

た見積りが変化した場合は、減損損失を戻し入れます。減損損失は、減損損失を認識しなかった場合の帳簿

価額から必要な減価償却費及び償却額を控除した後の帳簿価額を超えない金額を上限として戻し入れます。 

 

(9）金融商品 

 当社グループは、IFRS第９号「金融商品」（2009年11月公表、2010年10月改訂）を早期適用しておりま

す。 

 

(a) 金融資産 

（イ）当初認識及び測定 

 当社グループは、金融資産について、損益又はその他の包括利益を通じて公正価値で測定される金融

資産、償却原価で測定される金融資産に分類しております。この分類は、当初認識時に決定しておりま

す。 

 すべての金融資産は、損益を通じて公正価値で測定される区分に分類される場合を除き、公正価値に

取引費用を加算した金額で測定しております。 

 金融資産は、以下の要件をともに満たす場合には、償却原価で測定される金融資産に分類しておりま

す。 

・契約上のキャッシュ・フローを回収するために資産を保有することを目的とする事業モデルに基づい

て、資産が保有されている。 

・金融資産の契約条件により、元本及び元本残高に対する利息の支払のみであるキャッシュ・フローが

特定の日に生じる。 

 償却原価で測定される金融資産以外の金融資産は、公正価値で測定される金融資産に分類しておりま

す。 

 公正価値で測定される金融資産については、損益を通じて公正価値で測定しなければならない売買目

的で保有される資本性金融商品を除き、個々の資本性金融商品ごとに、損益を通じて公正価値で測定す

るか、その他の包括利益を通じて公正価値で測定するかを指定し、当該指定を継続的に適用しておりま

す。 
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（ロ）事後測定 

 金融資産の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。 

1）償却原価により測定される金融資産 

 償却原価により測定される金融資産については、実効金利法による償却原価により測定しておりま

す。 

2）公正価値により測定される金融資産 

 公正価値により測定される金融資産の公正価値の変動額は損益として認識しております。ただし、

資本性金融商品のうち、その他の包括利益を通じて公正価値で測定すると指定したものについては、

公正価値の変動額はその他の包括利益として認識しております。なお、当該金融資産からの配当金に

ついては、金融収益の一部として当期の損益として認識しております。 

 

（ハ）金融資産の減損 

 償却原価により測定される金融資産について、毎期、減損の客観的証拠があるかどうかを検討してお

ります。 

 金融資産は、客観的な証拠によって損失事象が当該資産の当初認識後に発生したことが示されてお

り、かつ当該損失事象によってその金融資産の見積将来キャッシュ・フローにマイナスの影響が及ぼさ

れることが合理的に予測できる場合に減損していると判定されます。 

 金融資産が減損していることを示す客観的な証拠には、債務者の重大な財政状態の悪化、利息又は元

本支払の債務不履行もしくは延滞、債務者の破産等が含まれます。 

 当社グループは、償却原価により測定される金融資産の減損の証拠を、個々の資産ごとに検討すると

ともに全体としても検討しております。個々に重要な金融資産は、個々に減損を評価しております。

個々に重要な金融資産のうち個別に減損する必要がないものについては、発生しているが未特定となっ

ている減損の有無の評価を全体として実施しております。個々に重要でない金融資産は、リスクの特徴

が類似するものごとにグルーピングを行い、全体として減損の評価を行っております。 

 全体としての減損の評価に際しては、債務不履行の可能性、回復の時期、発生損失額に関する過去の

傾向を考慮し、現在の経済及び信用状況によって実際の損失が過去の傾向より過大又は過小となる可能

性を経営者が判断し、調整を加えております。 

 償却原価で測定される金融資産の減損損失は、その帳簿価額と、当該資産の当初の実効金利で割引い

た見積将来キャッシュ・フローの現在価値との差額として測定し、減損損失は損益として認識しており

ます。減損を認識した資産に対する利息は、時の経過に伴う割引額の割戻しを通じて引続き認識されま

す。減損損失認識後に減損損失を減額する事象が発生した場合は、減損損失の減少額を損益として戻し

入れております。 

 

（ニ）金融資産の認識の中止 

 当社グループは、金融資産からのキャッシュ・フローに対する契約上の権利が失効する、又は当社グ

ループが金融資産の所有のリスクと経済価値のほとんどすべてを移転する場合において、金融資産の認

識を中止しております。当社グループが、移転した当該金融資産に対する支配を継続している場合に

は、継続的関与を有している範囲において、資産と関連する負債を認識いたします。 

 

(b) 金融負債 

（イ）当初認識及び測定 

 当社グループは、金融負債について、損益を通じて公正価値で測定される金融負債と償却原価で測定

される金融負債のいずれかに分類しております。この分類は、当初認識時に決定しております。 

 すべての金融負債は公正価値で当初測定しておりますが、償却原価で測定される金融負債について

は、直接帰属する取引費用を控除した金額で測定しております。 
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（ロ）事後測定 

 金融負債の当初認識後の測定は、その分類に応じて以下のとおり測定しております。 

1）損益を通じて公正価値で測定される金融負債 

 損益を通じて公正価値で測定される金融負債については、売買目的保有の金融負債と当初認識時に

損益を通じて公正価値で測定すると指定した金融負債を含んでおり、当初認識後公正価値で測定し、

その変動については当期の損益として認識しております。 

2）償却原価で測定される金融負債 

 償却原価で測定される金融負債については、当初認識後実効金利法による償却原価で測定しており

ます。 

 実効金利法による償却及び認識が中止された場合の利得及び損失については、金融費用の一部とし

て当期の損益として認識しております。 

 

（ハ）金融負債の認識の中止 

 当社グループは、金融負債が消滅したとき、すなわち、契約中に特定された債務が免責、取消し、又

は失効となった時に、金融負債の認識を中止いたします。 

 

(c) デリバティブ 

 契約が締結された日の公正価値で当初認識し、当初認識後は公正価値で再評価しております。 

 

(10）従業員給付 

(a) 短期従業員給付 

 短期従業員給付については、従業員から関連する勤務が提供された時点で費用として認識しています。

なお、賞与については、過去に従業員から勤務を提供された結果、支払を行う法的又は推定的債務を有し

ており、かつ、当該債務について信頼性のある見積りが可能な場合に負債として認識しています。 

 

(b) 退職後給付 

 当社グループの一部の子会社は、従業員の退職給付制度として確定拠出制度を運営しております。当該

費用については、拠出した時点で費用として認識しております。 

 

(11）資本 

 当社が発行した普通株式は、発行価額を資本金及び資本剰余金に計上し、取引コストは、関連する税効

果を控除後に資本剰余金から控除しております。 

 

(12）株式に基づく報酬 

 当社は、持分決済型の株式に基づく報酬制度として、ストック・オプション制度を採用しております。

ストック・オプションは、付与日における公正価値で測定しており、公正価値は、オプションの諸条件を

考慮し、ブラック＝ショールズ＝マートンモデル等を用いて算定しております。また、条件については定

期的に見直し、必要に応じて権利確定数の見積りを修正しております。 

 ストック・オプションの付与日に決定された公正価値は、最終的に権利確定すると予想されるストッ

ク・オプションの数を考慮した上で、権利確定期間にわたって費用として連結損益計算書において認識

し、同額を連結財政状態計算書において資本の増加として認識しております。 
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(13）売上高 

 売上高は、値引、割戻等を控除した後の、受領した又は受領可能な対価の公正価値により測定しておりま

す。売上高には消費税や付加価値税等は含めておりません。また、当社グループが代理人として関与した取

引は、純額で表示しております。 

 物品の販売からの収益は、物品の所有に伴う重要なリスク及び経済価値を買手に移転し、物品に対する継

続的な関与及び実質的支配を保持せず、将来の経済的便益が当社グループに流入する可能性が高く、当該便

益及びそれに対応する原価を信頼性を持って測定可能である場合に認識しております。 

 サービスの提供による収益は、サービスが提供された報告期間の期末日現在のその取引の進捗度に応じて

認識しております。 

 

(14）金融収益及び金融費用 

 金融収益は、主として利息収益、配当収益及び金融資産の売却益から構成されております。利息収益は、

実効金利法により発生時に認識しております。配当収益は、当社グループの受領権が確定した時に認識して

おります。金融資産の売却益は、金融資産の認識を中止した時に認識しております。 

 金融費用は、主として利息費用、手数料、金融資産の売却損、金融資産の減損損失から構成されておりま

す。利息費用は実効金利法により、発生時に認識しております。 

 

(15）法人所得税 

 法人所得税は、当期税金及び繰延税金から構成されております。これらは、企業結合に関連するもの、及

び直接資本の部又はその他の包括利益で認識される項目を除き、損益として認識しております。 

 当期税金は、税務当局に対する納付又は税務当局から還付が予想される金額で測定されます。税額の算定

にあたっては、当社グループが事業活動を行い、課税対象となる損益を稼得する国において、連結会計年度

末日までに制定又は実質的に制定されている税率及び税法に従っております。 

 繰延税金は、決算日における資産及び負債の会計上の帳簿価額と税務上の金額との一時差異、繰越欠損金

及び繰越税額控除に対して認識しております。 

 なお、以下の一時差異に対しては、繰延税金資産及び負債を計上しておりません。 

・のれんの当初認識から生じる一時差異 

・企業結合取引を除く、会計上の利益にも税務上の課税所得にも影響を与えない取引によって発生する資産

及び負債の当初認識により生じる一時差異 

・子会社及び関連会社に対する投資に係る将来加算一時差異のうち、解消時期をコントロールでき、かつ予

測可能な期間内に一時差異が解消しない可能性が高い場合 

 繰延税金負債は原則としてすべての将来加算一時差異について認識され、繰延税金資産は将来減算一時差

異を使用できるだけの課税所得が稼得される可能性が高い範囲内で、すべての将来減算一時差異について認

識されます。 

 繰延税金資産の帳簿価額は毎期見直され、繰延税金資産の全額又は一部が使用できるだけの十分な課税所

得が稼得されない可能性が高い部分については、帳簿価額を減額しております。未認識の繰延税金資産は毎

期再評価され、将来の課税所得により繰延税金資産が回収される可能性が高くなった範囲内で認識されま

す。 

 繰延税金資産及び負債は、連結会計年度末日において制定されている、又は実質的に制定されている法定

税率及び税法に基づいて資産が実現する期間又は負債が決済される期間に適用されると予想される税率及び

税法によって測定されます。 

 繰延税金資産及び負債は、当期税金負債と当期税金資産を相殺する法律上強制力のある権利を有し、かつ

同一の税務当局によって同一の納税主体に課されている場合、相殺しております。 

 

(16）１株当たり利益 

 基本的１株当たり当期利益は、親会社の普通株主に帰属する当期損益を、発行済普通株式の加重平均株式

数で除して計算しております。希薄化後１株当たり当期利益は、希薄化効果を有するすべての潜在株式の影

響を調整して計算しております。 
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(17）セグメント情報 

 事業セグメントとは、他の事業セグメントとの取引を含む、収益を稼得し費用を発生させる事業活動の構

成単位であります。すべての事業セグメントの事業の成果は、個別にその財務情報が入手可能なものであ

り、かつ各セグメントへの経営資源の配分及び業績の評価を行うために、当社の取締役会が定期的にレビュ

ーしております。 

 

④重要な会計上の見積り及び見積りを伴う判断 

 IFRSに準拠した連結財務諸表の作成において、経営者は、会計方針の適用並びに資産、負債、収益及び費用

の金額に影響を及ぼす判断、見積り及び仮定を行うことが要求されております。実際の業績は、これらの見積

りとは異なる場合があります。 

 

 見積り及びその基礎となる仮定は継続して見直されます。会計上の見積りの見直しによる影響は、見積りを

見直した会計期間及びそれ以降の将来の会計期間において認識されます。 

 

 経営者が行った連結財務諸表の金額に重要な影響を与える判断及び見積りは以下のとおりであります。 

・営業債権その他の受取勘定の回収可能性 

・固定資産の耐用年数及び残存価額の見積り 

・有形固定資産及び無形資産の減損 

・繰延税金資産の回収可能性 

 

⑤セグメント情報 

(ⅰ）報告セグメントの概要 

 当社グループは、ブログ・Twitter等のソーシャル・ビッグデータ活用を支援するクラウドサービスの提

供を行っており、区分すべき事業セグメントが存在しないため、報告セグメントはソーシャルクラウドサ

ービス事業単一となっております。 

 

(ⅱ）セグメント収益及び業績 

 当社グループは、ソーシャルクラウドサービス事業の単一セグメントであるため、セグメント情報の記

載を省略しております。 

 

(ⅲ）製品及びサービスに関する情報 

 製品及びサービスごとの外部顧客に対する売上高は以下のとおりであります。 

（単位：千円） 
 

 
前連結会計年度 

（自 2016年１月１日 
至 2016年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 2017年１月１日 
至 2017年12月31日） 

SaaS 802,708 795,343 

ソリューション 1,261,962 1,536,598 

クロスバウンド 122,770 251,142 

合計 2,187,441 2,583,084 

 

- 19 -

株式会社ホットリンク　（3680）　平成29年12月期決算短信



(ⅳ）地域別に関する情報 

 売上高及び非流動資産の地域別内訳は以下のとおりであります。 

地域別売上高 

（単位：千円） 
 

 
前連結会計年度 

（自 2016年１月１日 
至 2016年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 2017年１月１日 
至 2017年12月31日） 

日本 1,097,334 1,229,701 

米国 1,090,106 1,353,383 

合計 2,187,441 2,583,084 

（注） 地域別売上高は、顧客の所在地によっております。 

 

地域別非流動資産 

（単位：千円） 
 

 
前連結会計年度 

（2016年12月31日） 
当連結会計年度 

（2017年12月31日） 

日本 414,478 443,379 

米国 2,583,686 2,509,644 

合計 2,998,165 2,953,023 

（注） 地域別非流動資産は、資産の所在地によっており、金融商品及び繰延税金資産を含んでおりません。 

 

(ⅴ）主要な顧客に関する情報 

 連結純損益計算書の売上高の10％以上を占める相手先は次のとおりであります。 

（単位：千円） 
 

顧客の名称又は氏名 関連するセグメント名 
前連結会計年度 

（自 2016年１月１日 
至 2016年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 2017年１月１日 
至 2017年12月31日） 

salesforce.com 
ソーシャルクラウドサ

ービス事業 
230,066 268,428 
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⑥１株当たり利益 

親会社の所有者に帰属する１株当たり当期利益の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 
前連結会計年度 

（自 2016年１月１日 
至 2016年12月31日） 

当連結会計年度 
（自 2017年１月１日 
至 2017年12月31日） 

親会社の所有者に帰属する当期利益 

又は当期損失（△）（千円） 
△639,959 141,013 

     

期中平均普通株式数（株） 11,763,586 12,468,144 

普通株式増加数    

新株予約権（株） － － 

希薄化後の期中平均普通株式数（株） 11,763,586 12,602,736 

     

親会社の所有者に帰属する１株当たり当期利益    

基本的１株当たり当期利益又は基本的１株当

りの当期損失（△）（円） 
△54.40 11.31 

希薄化後１株当たり当期利益（円） － 11.19 

 

（８）後発事象 

該当事項はありません。 

５．その他

役員の異動

確定次第すみやかに開示いたします。
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